
























◦加々美光行編（村田雄二郎監訳）『天安門の渦潮 ─ 資料と解説 中国民主化運動』岩波書店，1990年。
◦村田忠禧編『チャイナ・クライシス「動乱」日誌』蒼蒼社，1990年。
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警戒目標に進出する過程〔按計劃進入
警戒目標的過程〕」において，複数の場所で
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，近代化を巡
る「中体西用」論（上からの近代化論）と「西体西用」論（下からの近代化論）との対立が
前者による後者の公権的排除で終結したことを意味します。「六四」以降吹き荒れた
苛酷な思想統制の中で，最重要のターゲットとされたのは「徹底再建派」に他なりま
せんでした。この潮流こそ，「四つの基本原則」を踏みにじり，共産政権の転覆を目論
む者たちの悪しきイデオロギーと見做されたのです。『河殤』に対しては，それが如何
に西側に対して媚態を示すものであるか，中国を貶めるものであるかが，口を極めて
論難されました。「徹底再建派」のイデオローグたちの多くは厳家其のように亡命を
余儀なくされるか，さもなければ劉暁波のように逮捕されました。「徹底再建派」が
1989年の運動の理論的中核を担い，かつ彼らが政権側を「儒学復興派」とのアナロギ
ーで捉えていたことは，先にも引用した厳家其らの「五四倡議書」からも知ることが
出来ます。この中で彼らは明確に「形を変えた「中学を体とし，西学を用とする」にも
反対する」と述べているからです（『天安門の渦潮』163頁）。同じことは逆の立場からも照
らし出すことが出来ます。これも先に引用した「陳希同報告」を見ると，今回の運動
を鎮圧した政権が如何に「徹底再建派」の全盤西化論に対して激しい敵意を抱いてい
るかがよく分かります。もちろん，私はここで，「儒学復興派」の個々のイデオローグ
たちが積極的に「徹底再建派」や「西体中用派」に対する公権的弾圧を支持したとか，
ましてやそれに関与したとかいうわけではありません。思想類型のレヴェルと現実の
政治行動のレヴェルとは必ずしも一致しません。或る人が実際にどのような政治行動
を取るかは，様々な変数によって変化し，その人の属する思想類型のとおりに行動す
るとは限らないのです。もっとも，「儒学復興派」が第二次天安門事件によって弾圧さ
れる側になかったこと，またそれ以後も存続することに何ら問題がなかったこともま
た事実であります。
　1989年の段階で「下からの近代化」の可能性を完全に断ち切った中国共産党政権は，
その後はわき目も振らずに「上からの近代化」のアクセルを踏み続けて現在に至って
います。それが現時点まで「成功」しているのは，物質的・経済的な豊かさという近
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代化の果実を被統治者に対して提供することが出来ているからに他なりません。共産
党政権による近代化路線という些か奇妙にも映る事態の進行も，その近代化が「上か
らの近代化」であること，すなわち近代化を「中体」にまで波及させないことによって
可能になりました。最早，過去の栄光にも平等社会の実現という高邁な理念にも，被
統治者からの自発的な服従を徴求する正統性の根拠を求めることが出来なくなった現
政権の路線が，これからも「成功」し続けられるかどうかは，ひとえに物質的・経済的
豊かさという近代化の果実を，これからも提供し続けられるかどうかに掛かっている
といってよいでしょう。
